
こおりやま広域圏における気候変動適応・ の推進

と地域協働研究の展開

国立環境研究所福島地域協働研究拠点 辻 岳史

１．こおりやま広域圏と国立環境研究所（ ）の

連携にもとづく地域協働研究の概要

国立環境研究所（以下，NIES と表記）は東日本大震

災の発災直後から福島第一原子力発電所事故により引

き起こされた環境放射能汚染，そこからの環境回復，

被災地の復興まちづくり支援に関する調査研究（災害

環境研究）を進めてきた. 2016 年 4 月に福島県三春町

に福島支部を開設し，様々な地域の自治体や関係者と

連携しながら災害環境研究を推進している(補 1)．

福島支部は 2017 度より郡山市と連携して，地域資源

を活かした環境創生に関する研究を実施してきた．郡

山市とNIESは2019年1月31日に連携協定を締結し，

互いの情報・資源を活用しつつ，SDGs（Sustainable 

Development Goals; 持続可能な開発目標）に配慮した

持続可能な地域づくりに関する研究，地域社会の気候

変動適応に関する研究を進めている．さらに，自治体

職員・地域住民等と環境回復や環境創生をテーマにワ

ークショップやセミナーを開催して，郡山市のステー

クホルダー（以下，SH と表記）との対話を進めてき

た．その後，郡山市が地方自治法に基づき周辺 15 市町

村と連携協約を締結し，2019 年 3 月にこおりやま広域

連携中枢都市圏（以下，「こおりやま広域圏」と表記）

(補 2)が形成されたことを契機として，NIES とこおりや

ま広域圏を構成する市町村との連携も進んでいる．

本論文では，NIES が気候変動適応・SDGs の分野で

実施してきたこおりやま広域圏との連携に基づく地域

協働研究の成果を紹介するとともに, 環境に配慮した

持続可能な地域づくりに向けた SH 連携の課題を抽出

することを目的とする．

２．こおりやま広域圏における気候変動対策と

の関わり

２－１ こおりやま広域圏気候変動等推進適応研

究会

こおりやま広域圏は 2019 年度から構成市町村の連

携事業として，「こおりやま広域圏気候変動適応等推進

研究会」を開催している(補 3). 本研究会は, 16 市町村の

環境政策担当課職員が気候変動影響の被害軽減や気候

変動適応策の実施に関する情報・科学的知見を共有し

各市町村および圏域において緩和・適応の両面で気候

変動対策を推進することを目的としている(補 4)．NIES

は本研究会のアドバイザーであり 2018 年に公布され

た気候変動適応法と同年に策定された気候変動適応計

画に則して こおりやま広域圏における地域適応計画

の策定を研究的側面から支援している

研究会の活動概要は以下の通りである．2019 年度は

計 4 回の研究会を開催した．第 1 回で気候変動適応に

関する国内外の動向 福島県内における気候変動影響

等に関する講演を実施し 第 2 回以降は 3 回の研究会

でグループワークを実施した．グループワークでは

国の気候変動適応計画に記載された 7 分野のうち 3 分

野（「水環境・水資源」「自然生態系」「健康」）でグル

ープを設置し，こおりやま広域圏における 3 分野の気

候変動影響の関係性や連鎖を定性的な情報（16 市町村

の環境政策担当課職員の主観的認識）をもとに記述・

抽出するインパクトチェーンの作成を行った(補 5)．

2020 年度も前年の活動を継続して，計 4 回の研究会を

開催し，7 分野全てを対象としてインパクトチェーン

を作成した．研究会の成果は，2021 年 3 月に郡山市が
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策定した「郡山市気候変動対策総合戦略」に反映され

るとともに，「こおりやま広域圏気候変動適応策指針」

としてとりまとめられ，同指針は 2021 年に公表された．

図 年度研究会で作成したインパクトチェーン

［水環境・水資源分野］

筆者らは研究会活動の一貫として，こおりやま広域

圏を構成する 16 市町村における気候変動影響及び気

候変動適応策に関する取り組みの現状を分析した．以

下，その分析結果を紹介する．

２－２ こおりやま広域圏 市町村の気候変動適

応の政策基盤と推進体制の分析

（１）背景・目的・分析方法

地方自治体の気候変動対策に関する研究では，自治

体規模によって気候変動対策の実施状況が異なる点が

指摘されている．特に，規模の小さい自治体では気候

変動対策の実施が進んでいない（中口 2010）行政資源

が限られる中小規模自治体が気候変動対策を推進する

ために，条例・計画などの政策基盤の整備，庁内・庁

外の関係主体との政策調整を行う推進体制の構築が課

題となる．以上の問題意識から筆者らは こおりやま

広域圏を構成する 16 市町村の気候変動対策に係る政

策基盤整備と推進体制構築の実態を分析した．

分析方法は，平岡（2009）に依拠した．基盤とは①

条例（環境基本条例・地球温暖化対策条例），②計画（環

境基本計画・地球温暖化対策実行計画（事務事業編）・

同実行計画（区域施策編）・地域新エネルギービジョン

などの再生可能エネルギーの導入促進に係る行政計

画）を指す．本分析では 16 市町村における条例の制定

および計画の策定状況を調査した．推進体制について,

平岡（2009）は，「担当部署，職員，推進組織などの組

織・人員等」と定義している．本分析では推進体制が

構築される場として自治体庁内と地域（自治体内）を

位置づけ，気候変動対策に係る①庁内連携，②地域内

連携の状況を調査した．①は環境政策を専任で担当す

る課の有無および人員，気候変動対策に係る庁内連携

組織の設置状況を分析対象とした．②は地方自治体の

環境に係る施策について学識経験者・地域団体などを

交えて審議する役割をもつ環境審議会に加えて，自治

体行政と地域団体（商工団体，町内会・自治会など）

との環境パートナーシップ組織などの連携組織（平岡，

2014）の設置状況を分析対象とした． 

本分析では市町村の基盤整備状況を把握するため，

各市町村の例規を確認し，行政計画を分析した．次に，

こおりやま広域圏 16 市町村の環境政策担当課を対象

とした半構造化インタビュー調査を 2020 年 1 月 22 日

から 2月 19日に実施し, 各市町村の環境政策担当課に

基盤整備状況の確認と推進体制の状況を質問した． 

（２）気候変動対策に係る政策基盤整備の状況 
分析結果は表 1 の通りである．第一に, こおりやま

広域圏 16 市町村の気候変動対策に係る条例の制定状

況を確認する．環境基本条例は市では 1990 年代後半か

ら 2000 年代にかけて全 5 市で制定済であった．他方で

町村では 11 中 8 町村で未制定であった．未制定の 8

町村は公害防止条例（8 中 4 町村）や環境美化条例（8

中 4 町村）を制定しており環境に係る条例が未策定で

はないが，環境政策の基本的枠組に気候変動対策が位

置づけられていなかった． 

温暖化対策条例は全市町村で未制定である．同条例

は 2005 年に制定した京都市からその動きが全国に波

及したが, 中小規模自治体を主とするこおりやま広域

圏には波及していなかった．  

第二に, 気候変動対策に係る計画の策定状況を確認

する．環境基本計画は市では田村市を除く 4 市で策定

済であった．4 市の計画では温室効果ガスの削減，省

エネルギーの推進，再生可能エネルギーの導入などの

施策が明記されていた． 
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表 こおりやま広域圏 市町村の気候変動対策に係る基盤整備の状況

Ⅰ: 中核市 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

郡山市 須賀川市 二本松市 田村市 本宮市 大玉村 鏡石町 天栄村

環境基本条例
郡山市環境基本条例
（1998年～）

須賀川市環境基本条
例（1999年～）

二本松市環境基本条
例（2007年～）

田村市環境条例
（2005年～）

本宮市環境基本条例
（2008年～）

大玉村環境基本条例
（2017年～）

― ―

温暖化対策条例 ― ― ― ― ― ― ― ―

環境基本計画
郡山市第三次環境基
本計画（2018～2021
年度）

第3次須賀川市環境
基本計画（2018～
2027年度）

第2次二本松市環境
基本計画（2019～
2028年度）

―
本宮市第2次環境基
本計画（2019～2028
年度）

― ― ―

地球温暖化対策
実行計画
（事務事業編）

第5次環境にやさし
い郡山市率先行動計
画（2018～2020年
度）

第2期すかがわエコ
実行プラン（2017～
2021年度）

二本松市地球温暖化
対策実行計画（第2
期）（2015～2019年
度）

第3期田村市地球温
暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2018～2021年度）

本宮市役所地球温暖
化防止実行計画（第
2次改訂）（2014～
2018年度）

大玉村地球温暖化対
策実行計画（事務事
業編）（2016～2020
年度）

第2次鏡石町地球温
暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2017～2021年度）

天栄村地域温暖化対
策実行計画（2012～
2016年度）

地球温暖化対策
実行計画
（区域施策編）

郡山市地球温暖化対
策実行計画（区域施
策編）（2011～2020
年度）

―
※第2次二本松市
環境基本計画に含ま
れる形で策定

―
※第2次本宮市
環境基本計画に含ま
れる形で策定

― ― ―

再生可能エネル
ギー導入に係る
行政計画

郡山市エネルギービ
ジョン（2015～2020
年度）

須賀川市地域新エネ
ルギービジョン
（2006年～）

二本松市地域新エネ
ルギービジョン
（2009年～）

田村市地域新エネル
ギービジョン
（2008～2021年度）

本宮市地域新エネル
ギービジョン
（2010～2018年度）

大玉村バイオマスタ
ウン構想
（2007年～）

―
天栄村新エネルギー
ビジョン
（2002年～）

Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

猪苗代町 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町

環境基本条例 ― ― ―
平田村環境をよくす
る条例（2003年～）

― ―
三春町環境条例
（2000年～）

―

温暖化対策条例 ― ― ― ― ― ― ― ―

環境基本計画 ― ― ― ― ― ― ― ―

地球温暖化対策
実行計画
（事務事業編）

第2次猪苗代町地球
温暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2015～2019年度）

第1次石川町地球温
暖化防止実行計画
（2010～2014年度）

第2次玉川村地球温
暖化対策実行計画
（2014～2018年度）

平田村地球温暖化防
止実行計画（2014～
2020年度）

浅川町地球温暖化防
止実行計画（2019～
2030年度）

古殿町地球温暖化防
止実行計画 （2014
～2018年度）

第2次三春町地球温
暖化対策実行計画
（事務事業編）
（2016～2020年度）

小野町地球温暖化対
策実行計画（2015～
2019年度）

地球温暖化対策
実行計画
（区域施策編）

― ― ― ― ― ―
三春町地域まるごと
省エネ計画（2019～
2030年度）

―

再生可能エネル
ギー導入に係る
行政計画

―
石川町地域新エネル
ギービジョン
（2004年～）

―
平田村地域新エネル
ギービジョン
（2006～2015年度）

―
古殿町地域新エネル
ギービジョン
（2008年～）

三春町地域新エネル
ギービジョン
（2000年～）

小野町地域新エネル
ギービジョン
（2010年～）

条例

計
画

類型

自治体

条例

計
画

類型

自治体

町村では全 11 町村で未策定であった．総合計画に気候

変動対策を記載することで，政策体系に気候変動対策

を位置づけている町村（天栄村・浅川町）もみられた． 

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）は全 16 市町

村で策定済であった．ただし 5 市町村では計画の改訂

が遅れており空白期間となっていた．庁内のマンパワ

ー不足（天栄村），基礎資料の不足（玉川村）などの組

織要因により計画の改訂が遅れている市町村，令和元

年東日本台風の被害対応（本宮市・石川町）などの環

境要因により計画改訂が遅れている市町村もみられた． 

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は温対法第

21 条第 3 項で都道府県・政令指定都市・中核市に策定

が義務づけられており，区域の自然・社会条件に応じ

て温室効果ガス排出抑制などの施策を定めるものであ

る．中核市で策定義務のある郡山市は策定済であった

が，策定義務のない 2 市（二本松市・本宮市）も環境

基本計画に含めるかたちで策定済であった．町村部で

は 1 町（三春町）のみ策定していた．  

再生可能エネルギーの導入に係る行政計画は，市で

は全 5 市，町村では 11 中 7 町村が策定済であった．た

だし計画期間が未設定，計画期間が終了している例も

みられた．町村では 1990 年代以降，外部支援により計

画を策定した町村がみられたが(補 6)，一部の市町村では

計画が実効性を失っており, 計画策定後の施策実施や

進捗管理がなされていない例もみられた． 

（３）気候変動対策に係る推進体制構築の状況 
分析結果は表 2 の通りである．第一に, こおりやま

広域圏 16 市町村の気候変動対策に係る庁内連携を確

認する．市では全 5 市で環境政策の専任課が設置され

ていた．ただし, 郡山市を除く 4 市では廃棄物処理な

どの気候変動対策以外の業務を含めて環境政策の担当

職員は数名であり，気候変動対策を専任する職員はい

なかった．町村では全町村で環境政策を専任で担当す

る課が設置されていなかった．こおりやま広域圏 16

市町村では, 気候変動対策に係る庁内のマンパワー不

足が課題として認識されていると推察される．半構造

化インタビュー調査では，16 中 6 市町村の担当者が，

マンパワー不足が気候変動対策の推進の阻害要因にな

っているという認識を示した． 

庁内連携組織として, 郡山市は地球温暖化対策推進

本部を設置していた．同本部は省エネルギー対策，再
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表 こおりやま広域圏 市町村の気候変動対策に係る推進体制構築の状況 1 

Ⅰ: 中核市 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅱ: 市部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

郡山市 須賀川市 二本松市 田村市 本宮市 大玉村 鏡石町 天栄村

環境政策専任の担
当課の有無

あり あり あり あり あり なし なし なし

気候変動対策に係
る庁内連携組織

地球温暖化対策推
進本部

エコ推進会議
環境保全推進庁内
連絡会議

地球温暖化対策実
行委員会

地球温暖化対策推
進本部

地球温暖化対策実
行計画推進本部

地球温暖化対策推
進本部

―

環境審議会
設置
（定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

設置
（不定期開催）

― ―

気候変動対策に係
る地域団体との連
携組織

・「地域新電力」
構築に係る懇談会
・水素利活用推進
研究会

・すかがわ環境
パートナーシップ
委員会
・須賀川市菜の花
プロジェクト

新エネルギー推進
市民会議

農山漁村再生可能
エネルギー導入促
進協議会

環境委員会連合会 ― ― ―

Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部 Ⅲ: 町村部

猪苗代町 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町

環境政策専任の担
当課の有無

なし なし なし なし なし なし なし なし

気候変動対策に係
る庁内連携組織

地球温暖化対策実
行計画推進本部

― ― ― ― ―
温暖化対策推進会
議

温暖化対策推進実
施本部

環境審議会 ― ―
設置
（不定期開催）

― ― ―
設置
（不定期開催）

―

気候変動対策に係
る地域団体との連
携組織

― ― ―
環境をよくする推
進協議会

― ― ― ―

庁内
連携

地域内
連携

類型

自治体

庁内
連携

地域内
連携

類型

自治体

2 

 

生可能エネルギーの導入，適応策を一元的に所管す

るとともに，環境担当課と他課の情報共有・合意形成

を図っている．そのほか,市では全 5 市が，町村では 11

中 5 町村が，実行計画（事務事業編）に係る情報共有

と進捗管理を目的とする組織を設置していた．ただし

これらの組織は事務事業編の性格から，庁舎・公共施

設の消費エネルギーの管理・削減などの省エネルギー

に限定した業務が主であり，庁内連携による総合的な

気候変動対策を協議する場にはなっていなかった． 

第二に， 気候変動対策に係る地域内連携を確認する．

環境審議会は市では全 5 市が設置，町村では 11 中 3

町村が設置していた．ただし同会を定期的に開催し，

環境基本計画などの内容検討・進捗管理を実施してい

るのは郡山市のみであり，他の市町村は地域団体との

協議が必要な案件（産廃関連施設の設置など）が発生

した際に不定期で開催していた．環境審議会の委員構

成は，郡山市は専門機関・有識者が主であるが，その

他の設置市町村は庁内関係各課および地域団体（農業

団体，町内会・自治会など）が主であった． 

地域団体との連携組織は，市では全 5 市が設置して

いた．本宮市を除く 4 市は，専門家や企業と連携して

地域新電力の導入を検討する（郡山市・二本松市）な

どが，再生可能エネルギーの導入に係る地域団体との

連携組織を設置していた．他方で町村では 11 町村中，

平田村を除いて 10 町村で地域団体との連携組織が未

設置であった． 

３．郡山市における の推進と の関わり

３－１ 背景・目的・分析方法

2016 年 12 月に SDGs 推進本部会合で決定された

SDGs 実施指針では，地方自治体が SDGs 達成に中核

的な役割を果たすことが期待されている．特に，地域

において官民の様々な SH が連携する枠組みを構築し，

官民連携で地域課題を解決することが期待されている

（SDGs 推進本部 2016）．また地方自治体は SDGs の

推進にむけて，政策の受益者・参画者である住民の関

心や課題認識を把握して政策立案する必要がある．そ

の方法として，地域政策への住民の関心・課題認識に

係る情報をボトムアップに収集する参加型ワークショ

ップが提案されている（阿部 2017）．以上をふまえて

筆者らは，郡山市で参加型ワークショップを企画・運

営し，SDGs に係る同市の体制作りと SH 連携を支援す

るとともに，SDGs の推進に向けて市民が抱える地域

課題を分析した． 

 

３－２ から郡山の未来を考えるワークショ

ップ

SDGs から郡山の未来を考えるワークショップ（以

下，WS と表記）は官民の SH が SDGs に関する知識を

深め，実践に繋げることを目的として，郡山市政策開

発課・特定非営利活動法人うつくしま NPO ネットワ

ーク・NIES の共催より 2018 年に計 3 回開催された． 
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WS には郡山市各課から 8（市民生活，環境，農林，

産業観光，建設交通，保健福祉，教育の各課），公益法

人・独立行政法人から 2，県内・市内企業から 3，NPO

から 1，公募から 1 の計 15 組織・13～21 名が参加し，

官民の幅広い SH から構成された．参加者は毎回，3

つのグループに分かれワークを実施した．第 1 回

（9/20）では郡山市の地域課題を挙げていただいた．

第 2 回（10/19）では，SDGs の観点から参加者自身（家

族・勤務先・地域を含む）が日常的にどのような活動

をしているかを挙げていただいた．第 3 回（11/27）で

は，SDGs の観点から，郡山市の地域課題を解決する

ための活動のアイデアを挙げていただいた．

写真 第 回 ・ グループのワーク結果

本稿では第 3 回 WS で参加者から提案された地域課

題解決に向けたアイデアの分析結果，計 3 回の WS 終

了後に参加者より回収したレポートの結果を紹介する．

筆者らは第 3 回 WS における各グループのワーク記録

（写真 1）から，90 の地域課題解決のアイデアを抽出

した．SDGs の 169 ターゲットを参照して，90 のアイ

デアに関連する SDGs の目標を 17 目標ごとに特定し，

関連する SDGs の目標が類似するアイデアを集約した．

結果，参加者から提案されたアイデアから，8 分野（「1. 

健康・福祉」「2. 労働環境」「3. 環境教育」「4. 身近な

環境」「5. 気候・エネルギー」「6. 交通整備」「7. 圏域

の活性化」「8. 連携」）を抽出した．そして提案された

アイデアの数を，ロゴ・文字・線のサイズで図示した

（図 2）(補 7)．参加者が挙げた郡山市の地域課題解決に

むけたアイデアの総数の上位 3 分野は「1. 健康・福祉」

「5. 気候・エネルギー」「7. 圏域の活性化」であった．

8 分野と SDGs の 17 目標の関連については，複数分野

と関連する目標（8. 経済成長と雇用・11. 持続可能な

都市づくり）がある一方，関連が特定分野に限定され

る目標（5. ジェンダー・14. 海洋資源）も確認された．

図 第 回 （ ）で参加者から提案された

郡山市の地域課題解決に向けたアイデアの分析結果

レポートは 11 名の参加者から回収した．レポートで

は，第 3 回 WS の分析から抽出された 8 分野うち参加

者が最も重視する分野を質問するとともに，今後の郡

山市における SDGs に係る政策・活動に対する意見を

自由記述で尋ねた．結果，最も多くの参加者が重視し

ていたのは「8. 連携」であった（11 名中 5 名）．SDGs

が郡山市の様々な SH を繋ぐツールとなることへの期

待，SDGs の達成にむけて様々な SH が協力して，各々

の専門知識や資源を活用する必要性等が指摘された．

４．今後の展望

NIES が展開するこおりやま広域圏における地域協

働研究の成果は，地域の気候変動対策・SDGs の推進

にむけた市町村・企業・市民活動団体等の様々な SH

によるネットワーク形成，政府・都道府県・研究機関

によるリエゾン型（橋渡し型）支援の意義を示唆して

いる．上記の支援主体が気候変動対策・SDGs に関す

る SH の学習機会を創出する意義も認められる．

今後の課題は地域の気候変動対策・SDGs に参画す

る SH が実施する既存施策・取組の整理，SH の関心・

課題認識に関する情報を収集するための連携体制の構

築（市町村行政庁内の連携，市町村行政と地域団体の

連携等）である．課題抽出にむけた基礎調査やアクシ
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ョンリサーチも必要である．筆者らは今後もこおりや

ま広域圏の SH と協働して，環境に配慮した持続可能

な地域づくりを支援したいと考えている．

５．おわりに

本稿第 2 章・第 3 章の初出は，著者が 19th European 

Roundtable for Sustainable Consumption and Production に

発表した報告（Tsuji et al. 2019）と環境情報科学学術研

究論文集に発表した論文（辻ら, 2020）である．また本

研究は国立環境研究所の大場真氏，五味馨氏，戸川卓

哉氏，中村省吾氏，平野勇二郎氏と共同で実施したが，

本稿の内容に関する一切の責任は筆者自らが負う．

補注

(1) 2021 年度に福島地域協働研究拠点と名称を変更した．

(2) こおりやま広域連携中枢都市圏ビジョン（2019 年 3 月 19

日策定）により整備された広域行政の単位であり, 郡山市を

含む 16 市町村（5 市 7 町 4 村）から構成される．圏域面積は

約 3,313 ㎢, 人口は約 65 万人である．福島県の商工業の中心

地域であり, 企業・研究機関・市民活動団体が集積している.

(3) 事務局は郡山市環境部環境政策課が務めている．

(4) 2021 年度は緩和策（温室効果ガスの排出抑制対策など）

に関する情報・科学的知見への市町村のニーズをふまえて，

緩和策も含めた気候変動対策を調査研究事項としている．

(5) インパクトチェーンの詳細については大場ら（2019）, こ

おりやま広域圏気候変動適応等推進研究会(2021)を参照せよ．

(6) 地域新エネルギービジョンを策定済の市町村は，新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構が実施した「地域新エネルギ

ー・省エネルギービジョン策定等事業」の支援をうけている．

(7) 本図は五味馨氏（国立環境研究所）が作成した．ロゴの

大きさは各目標に貢献するアイデアの数，各目標と 8 分野を

繋ぐ線の太さは双方に関連するアイデアの数，8 分野の文字

の大きさはアイデアが各分野に貢献する数の総計を表す．
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